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札幌市の給与・定員管理等について 

1 総括  

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区分 

住民基本台

帳人口 

(17 年度末) 

歳出額 

（A） 
実質収支 

人件費 

（B） 

人件費率 

（B/A） 

(参考) 

16 年度の

人件費率

17年度 1,869,180 人 802,834,574 千円 1,251,034 千円 114,131,396 千円 14.2％ 14.0％ 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

給与費 

区分 
職員数

（A） 給料 職員手当 
期末・勤勉

手当 
計（B） 

一人当た

り給与費

(B/A) 

（参考） 

政令指定都市平均 

一人当たり給与費 

17年度 
人 

11,723 

千円 

49,996,116 

千円

16,092,586

千円

20,614,281

千円

86,702,983

千円 

7,396 

 

千円

7,265 

※ 1 職員手当には退職手当を含まない。  

2 職員数は、平成 17年 4月 1日現在の人数である。 

   

(3)  ラスパイレス指数の状況（各年 4月 1日現在）  

※ 1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す指 

数である。  

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも

のである 
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(4) 給与改定の状況 

ア 月例給 

人事委員会の勧告 

区分 民間給与 

A 

公務員給与 

B 

較差 

A-B 

勧告 

（改定率）

給与改定率 

（参考） 

国の改定率

18年度 
円 

410,173 

円 

412,649 

▲2,476 円

（▲0.06%）

％

▲0.06 

％ 

▲0.06 

 

％

0.00 

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額を 

ラスパイレス比較した平均給与月額である。 

 

イ 特別給 

人事委員会の勧告 

区分 民間の支給 

割合     A 

公務員の 

支給月数 B 

較差 

A-B 

勧告 

（改定月数）

年間支給月数 

（参考） 

国の年間 

支給月数 

18年度 
月 

4.41 

月 

4.45 

月

▲0.04 

月

0 

月 

4.45 

 

月

4.45 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、 

「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 
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2 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（18 年 4 月 1 日現在）  

  ア 一般行政職        

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

札幌市 43.8 歳 352,273 円 453,412 円 414,691 円 

北海道 42.8 歳 322,565 円 393,939 円 344,594 円 

国 40.4 歳 328,477 円 381,212 円 381,212 円 
政令指定都市平均 43.5 歳 362,835 円 479,547 円 429,453 円 

                                   

イ 技能労務職  

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

札幌市 48.6 歳 350,855 円 422,602 円 403,989 円 

うち用務員 47.5 歳 344,436 円 390,750 円 401,548 円 

うち調理員 49.5 歳 343,807 円 375,889 円 384,486 円 

 

うち清掃業務員 42.4 歳 309,220 円 382,703 円 361,734 円 

北海道 46.0 歳 309,229 円 354,367 円 344,594 円 

国 48.4 歳 286,500 円 318,595 円 318,595 円 

政令指定都市平均 44.9 歳 333,935 円 418,227 円 387,877 円 

民間事業者平均※ 52.6 歳 － 324,592 円 － 

   ※札幌市人事委員会による平成 18 年職種別民間給与実態調査に基づく。 

 

   ウ 教育職  

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

札幌市 44.4 歳 381,211 円 447,524 円 427,507 円 

高等・各種学校 45.4 歳 385,590 円 453,442 円 431,685 円 

幼稚園 40.5 歳 340,046 円 383,138 円 376,373 円 

高専 49.4 歳 481,161 円 544,917 円 556,144 円 

 

その他 45.4 歳 416,093 円 536,522 円 483,012 円 

高等（特殊、各

種、専修）学校 
41.6 歳 342,984 円 401,732 円 － 北 

海 

道 小、中学校 41.2 歳 339,368 円 397,076 円 － 

高等（特殊、各

種、専修）学校 
45.1 歳 414,389 円 512,622 円 475,641 円 

政令

指定

都市

平均 
小、中学校 42.4 歳 371,219 円 441,480 円 426,394 円 

※ 1 「平均給料月額」とは、18 年 4 月 1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外 勤務

手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのもので

あり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤

務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもの

である。  
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(2) 職員の初任給の状況（18 年 4 月 1 日現在） 

区分 札幌市 北海道 国 

大学卒 166,600 円 153,180（170,200）円 179,200 円 
一般行政職 

高校卒 135,500 円 124,560（138,400）円 138,400 円 

高校卒 135,500 円 124,560（138,400）円 － 
技能労務職 

中学卒 － － － 

教育職  

（高校教諭） 
大学卒 190,500 円 171,450（190,500）円 － 

  ※ 北海道の括弧内数字は減額前の給料月額 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（18 年 4 月 1 日現在） 

区分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

大学卒 272,254 円 343,691 円 385,417 円 
一般行政職 

高校卒 222,591 円 280,609 円 342,820 円 

高校卒 220,436 円 267,922 円 328,850 円 
技能労務職 

中学卒 （該当職員なし） 287,600 円 303,900 円 

教育職 大学卒 301,969 円 380,328 円 388,003 円 
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3 一般行政職の級別職員数等の状況  

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（18 年 4 月 1 日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1 級 定型的な業務を行う職務 130 人 2.1％ 

2 級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 964 人 15.8％ 

3 級 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 715 人 11.8％ 

4 級 主任の職務 961 人 15.8％ 

5 級 
（1）係長の職務 

（2）困難な業務を処理する主任の職務 
1,697 人 27.9％ 

6 級 困難な業務を分掌する係長の職務 939 人 15.4％ 

7 級 課長の職務 334 人 5.5％ 

8 級 困難な業務を所掌する課長の職務 171 人 2.8％ 

9 級 部長の職務 130 人 2.1％ 

10 級 
（1）局長の職務 

（2）困難な業務を所掌する部長の職務 
44 人 0.7％ 

 

※ 1 札幌市職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  
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職員数の推移

１級, 2.1 １級, 2.7 １級, 2.7

２級, 15.8 ２級, 14.4
２級, 11.7

３級, 11.8 ３級, 12.4

３級, 11.3

４級, 15.8 ４級, 16.3 ４級, 25.3

５級, 27.9 ５級, 26.2
５級, 19.5

６級, 15.4 ６級, 16.8 ６級, 18.3

７級, 5.5 ７級, 5.2 ７級, 3.9

８級, 2.8 ８級, 3.2 ８級, 4.5

９級, 2.1 ９級, 2.1 ９級, 2.2

１０級, 0.6１０級, 0.7１０級, 0.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成18年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

割合

１０級

９級

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

 

 

 

(2) 昇給期間短縮の状況 

区分 全職種 

職員数(A) 11,511 人

普通昇給期間（12～24 月）を 

短縮して昇給した職員数(B) 
2,030 人17 年度 

比率(B/A) 17.6％

職員数(A) 11,598 人

普通昇給期間（12～24 月）を 

短縮して昇給した職員数(B) 
 2,092 人16 年度 

比率(B/A) 18.0％

   ※一般会計決算に基づく。 
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4 職員の手当の状況  

(1) 期末手当・勤勉手当 

札幌市 北海道 国 

1 人当たり平均支給額（17 年度） 

1,929 千円 

1 人当たり平均支給額（17 年度） 

千円
－ 

（17 年度支給割合） 

   期末手当  勤勉手当 

   3.0 月分  1.45 月分 

     (1.6)月分 (0.75)月分 

（17 年度支給割合） 

   期末手当  勤勉手当 

   － 月分  － 月分 

   － 月分  － 月分 

（17 年度支給割合） 

   期末手当  勤勉手当 

   3.0 月分  1.45 月分 

   (1.6)月分 (0.75)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算 5～20％ 

・管理職加算   12～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算    ％ 

・管理職加算      ％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算    5～20％ 

・管理職加算   10～25％ 

※( )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

   

(2) 退職手当（18 年 4 月 1 日現在） 

札幌市 国 

（支給率）       自己都合    定年 

勤続 20 年       21.00 月分   27.30 月分

勤続 25 年       33.75 月分    42.12 月分

勤続 35 年       47.50 月分    59.28 月分

最高限度額       59.28 月分    59.28 月分

その他の加算措置 

 定年前早期退職加算  2～20％ 

※経過措置により段階的に引下げ中。 

1人当たり平均支給額  3,001千円  23,630千円

（支給率）   自己都合   勧奨・定年

勤続 20 年   23.50 月分   30.55 月分 

勤続 25 年   33.50 月分    41.34 月分 

勤続 35 年   47.50 月分    59.28 月分 

最高限度額   59.28 月分    59.28 月分 

その他の加算措置 

(定年前早期退職加算  2～20％) 

※退職手当の1人当たり平均支給額は17年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。  

    

(3) 地域手当（18 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（17 年度決算） 1,600,458 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額（17年度決算） 137,119 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

札幌市内 3％ 11,577 人 3％ 

東京都特別区 13％ 18 人 13％ 

    ※一般会計決算に基づく。 

 

（22 年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

札幌市内 3％ 3％ 

東京都特別区 18％ 18％ 

(注) 国の制度では、平成 22 年度での完成を目指して、平成 18 年度 

から支給率を段階的に引き上げることとしていいる。 
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(4) 特殊勤務手当（18 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（17 年度決算） 1,094,091 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額（17年度決算） 171,838 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（17 年度） 55％

手当の種類（手当数） 21

手当の名称、支給対象職員、支給対象業務等については別紙１及び２ 

    ※一般会計決算に基づく。 

 

(5) 時間外勤務手当 

支給実績（17 年度決算）              3,804,276 千円

職員 1人当たり平均支給年額（17 年度決算）                   324 千円

支給実績（16 年度決算）              3,920,213 千円

職員 1人当たり平均支給年額（16 年度決算）                   359 千円

    ※1 一般会計決算に基づく。 

     2 管理職手当を受ける職員には時間外勤務手当は支給されない。 

 

(6) その他の手当（18 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同

国の制度と異なる

内容 

支給実績 

（17 年度決算） 

支給職員 1 人当

たり平均支給年

額（17 年度決算）

扶養手当 扶養親族のある職員に

対し支給。 

(1)配偶者 14,800 円 

(2)配偶者以外 

・2人まで 1人につき

6,000 円 

・3人目以降 1 人につ

き 5,700 円 

・満 16 歳～22 歳の子

がいる場合、1 人につ

き 5,000 円を加算。 

異なる (1)配偶者にかか

る手当額 

（国） 

13,000 円 

(2)配偶者以外、３

人目以降にかかる

手当額 

（国） 

5,000 円 

1,718,050 千円 254,904 円

管理職手当 課長職以上の職員に対

し支給。 

(1)課長職 

 給料月額×20％ 

(2)部長職 

 給料月額×23％ 

(3)局長職 

 給料月額×25％ 

異なる (1)支給対象者 

（国） 

課長補佐職以上 

(2)支給割合 

（国） 

給料月額の 8～

25％ 

927,653 千円 1,112,294 円
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通勤手当 通勤のため、１km 以上

の距離を、交通機関を

利用してその運賃を負

担することを常例とし

ている職員、自動車等

を使用している職員に 

対し支給。 

(1) 交通機関利用者に

は、定期券等の実費額

を支給。 

(2)交通用具使用者に

は使用距離に応じて

2,400 円～24,900 円の

範囲内で支給。 

異なる (1)手当支給の対

象となる通勤距離 

（国） 

片道 2km 以上 

(2)自動車等使用

者に対する支給額 

（国） 

2,000 円～24,500

円 

1,299,609 千円 114,766 円

初任給調整

手当 

医師職給料表の適用を

受ける職員のうち、採

用による欠員の補充が

困難であると認められ

る職に採用された職員

に対し、月額 159,600

円を限度として支給。 

同じ   37,892 千円 1,722,341 円

住居手当 (1)自ら居住するため

の住宅を借り受け、月

額 11,000 円を超える

家賃を支払っている職

員に対し、月額 27,000

円を限度に支給。 

 

(2)自らの所有に係る

住宅に居住している職

員に対し、月額 9,700

円を支給。 

異なる (1)自ら居住する

ための住宅を借り

受けている職員に

対する支給要件 

（国） 

月額 12,000円を超

える家賃を支払っ

ている職員 

(2)自らの所有に

係る住宅に居住す

る職員に対する支

給要件 

（国） 

新築又は購入のひ

から起算して 5 年

を経過していない

ものに居住してい

る世帯主である職

員 

(3)自らの所有に

係る住宅に居住す

る職員に対する支

給額 

（国）2,500 円 

1,544,762 千円 161,097 円



 10

単身赴任手

当 

勤務課所の異動等によ

り転居し、配偶者と別

居し単身で生活してい

る職員に対し支給。 

・職員の住居と配偶者

の住居との間の交通距

離に応じて 23,000 円

～68,000 円を支給。 

同じ   5,988 千円 544,364 円

休日勤務手

当 

休日等に正規の勤務時

間として勤務した職員

に対し支給。 

・支給額＝1 時間あた

り の 給 与 額

×135/100×勤務時間

数 

同じ   1,009,298 千円 86,007 円

夜間勤務手

当 

正規の勤務時間とし

て、午後 10 時から翌日

の午前 5 時までの間に

勤務した職員に対し支

給。 

・支給額＝1 時間あた

りの給与額×25/100×

勤務時間数 

同じ   241,175 千円 151,397 円

管理職員特

別勤務手当 

臨時又は緊急の必要等

により、週休日又は休

日等に勤務した課長職

以上の職員に対し支

給。 

・3 時間以上の勤務一

回につき、8,000 円～

18,000 円を支給。 

異なる 支給額 

（国） 

4,000 円～27,000

円 

7,486 千円 356,476 円

寒冷地手当 北海道内に勤務する職

員に対し支給。 

(1)扶養親族を有する

世帯主である職員 

41,000 円+灯油 1,800ℓ

相当分 

(2)その他の世帯主で

ある職員 

21,000 円+灯油 1,000ℓ

相当分 

(3)その他の職員 

17,600円+灯油600ℓ相

当分 

※経過措置により段階

的に引下げ中。 

異なる 支給額 

（国） 

(1)扶養親族を有

する世帯主である

職員 

月額 17,800 円～

26,380 円 

(2)その他の世帯

主である職員 

月額 10,200 円～

14,580 円 

(3)その他の職員 

月額 7,360 円から

10,340 円 

2,358,830 千円 208,709 円

※一般会計決算に基づく。 
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5 特別職の報酬等の状況（18 年 4月 1 日現在） 

区分 給料月額等 

（参考）類似団体における最高/最低額 

給料 

 

市長 

副市長 

収入役 

 

1,280,000 円 

1,030,000 円 

 870,000 円 

1,480,000 円/ 1,011,500 円 

1,190,000 円/  891,000 円 

970,000 円/  774,000 円 

報酬 

議長 

副議長 

議員 

1,040,000 円 

 950,000 円 

 860,000 円 

1,260,000 円/  799,000 円 

1,120,000 円/  712,000 円 

1,020,000 円/  643,000 円 

市長 

副市長 

収入役 

（17 年度支給割合） 

3.35 月分 

 
期末手当※ 

議長 

副議長 

議員 

（17 年度支給割合） 

3.35 月分 

 

退職手当 

 

市長 

副市長 

収入役 

（算定方式）         （1期の支給額）   （支給時期） 

給料月額×在職月数×58/100   35,635,200 円    任期ごと 

給料月額×在職月数×46/100   22,742,400 円    任期ごと 

給料月額×在職月数×30/100   12,528,000 円    任期ごと 

地域手当 

市長 

副市長 

収入役 

（17 年度支給割合）             

給料月額の 3％ 

寒冷地手当 

市長 

副市長 

収入役 

（17 年度支給割合） 

一般職と同じ 

※ 平成 16 年 12 月から平成 19 年６月までの間、市長は 50％、副市長は 40％、収入役は 30％のカットを行

っている。また、議長、副議長、議員については、平成 17 年 12 月から平成 18 年 12 月までの間、10％の

カットを行っている。 

 

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48 月）

勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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6 職員数の状況  

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由                        （各年 4月 1日現在） 

職員数          区分 

部門 平成 17年 平成18年

対前年 

増減数 
主な増減理由 

議会 

総務 

税務 

民生 

衛生 

労働 

農林水産 

商工 

土木 

38 

1,562 

760 

1,777 

1,702 

13 

51 

104 

1,420 

37

1,500

751

1,779

1,674

14

48

94

1,375

▲1

▲62

▲9

2

▲28

1

▲3

▲10

▲45

〔増〕 

・生活保護世帯の増に伴う生活保護業務の増 ＋22

・区保育子育て支援センター開設 ＋17

・障害者自立支援法関連業務の増 ＋12

〔減〕 

・公用車運転業務の見直し    ▲26

・清掃事業の委託拡大      ▲16

・土木事業量の減        ▲14

・子育てサロンの委託化     ▲10

・道路パトロール執行体制の見直し  ▲9 

一

般

行

政

部

門 

計 7,427 7,272 ▲155
【参考】 

人口100,000人当たりの職員数 389.0人

教育部門 2,448 2,402 ▲46
〔増〕・図書館開館時間の延長   ＋14

〔減〕・学校給食調理の委託拡大  ▲30

消防部門 1,848 1,848 0  

普

通 

会

計 

部 

門 

小計 11,723 11,522 ▲201
【参考】 

人口100,000人当たりの職員数 616.4人

病院 

水道 

交通 

下水道 

その他 

1,027 

742 

937 

598 

569 

1,021

717

848

567

586

▲6

▲25

▲89

▲31

17

〔増〕 

・国保滞納整理の強化      ＋11

〔減〕 

・地下鉄駅業務の委託化     ▲76

・小規模浄水場等の委託化    ▲24

・下水道事業量の減       ▲18

公 

営 

企 

業 

等

会

計

部 

門 

小計 3,873 3,739 ▲134  

合計 
15,596 

[15,245] 

15,261

[14,985]

▲335

[▲260] 

【参考】 

人口100,000人当たりの職員数 816.5人

※ 1 職員数は一般職に属する職員数である。 

 2 [   ]内は、条例定数の合計である。  
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(2) 年齢別職員構成の状況（18 年 4 月 1 日現在）  

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%
（例）

 

区分 

20 歳 

 

未満 

20 歳

｜ 

23 歳

24 歳 

｜ 

27 歳 

28 歳 

｜ 

31 歳 

32 歳

｜ 

35 歳

36 歳

｜ 

39 歳

40 歳

｜ 

43 歳

44 歳

｜ 

47 歳

48 歳

｜ 

51 歳

52 歳 

｜ 

55 歳 

56 歳 

｜ 

59 歳 

60 歳

 

以上

計 

職員数 

（単位：人） 
42 347 1,053 1,201 1,364 1,310 1,537 1,669 1,779 2,406 2,495 58 15,261 

   

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況  

  ア 平成 17 年 4月 1日～平成 22 年 4月 1日における定員管理の数値目標 

平成 17 年 4月 1 日 

職員数 

平成 22 年 4月 1 日

職員数 
純減数 純減率 

15,596 人 14,746 人 ▲850 人 ▲5.5 ％ 

 

（参考）集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率） 

計画期間 

始期 終期 
数値目標 

平成 17 年 4月 1日 平成 22 年 4月 1日 850 人の純減 
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  イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

（各年 4月 1日現在） 

区分 

部門 

17 年 

計画始期

18 年 

1 年目 

  17 年～18 年 

計 

（参考）

数値目標

職員数 7,427 7,272   － － 
一般行政 

増員  ▲155   ▲155 － 
職員数 2,448 2,402   － － 

教 育 
増員  ▲46   ▲46 － 
職員数 1,848 1,848   － － 

消 防 
増員    0   0 － 
職員数 3,873 3,739   － － 公営企業

等 会 計 増員  ▲134   ▲134 － 
職員数 15,596 15,261   － － 

計 
増員  ▲335   ▲335（39.4%） ▲850 

（注）１ 計画期間は、17～22 年の 5年間である。 

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 

３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては 

計画 1年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。 
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７ 公営企業職員の状況 

(1) 高速電車事業 

ア 職員給与費の状況  

・決算 

区分 総費用(A) 純損益又は実質収支 職員給与費(B)

総費用に占める

職員給与費比率 

(B/A) 

(参考)16 年度の

総費用に占める

職員給与費比率 

17年度 49,616,124 千円 ▲1,336,535 千円 8,938,167 千円 18.0％ 15.0％ 

   

給与費 

区分 
職員数

（Ａ） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

一人当たり 

給与費(B/A) 

 (参考）政令指定

都市一人当たり

給与費 

17 年度 
 人 

 838 

   千円 

3,576,134 

   千円

1,886,011

   千円 

1,464,111 

   千円

6,926,256

 千円 

8,265 

 千円

7,670 

※ 1 職員手当には退職給与金を含まない。 

2 職員数は、平成 18 年 3月 31 日現在の人数である。 

 

  イ 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（18 年 4 月 1 日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

高速電車事業 45.7 歳 385,903 円 689,287 円 

団体平均 40.9 歳 373,058 円 629,766 円 

   ※ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

               

  ウ 職員の手当の状況  

(ア)期末手当・勤勉手当 

高速電車事業 市長部局 

1 人当たり平均支給額（17 年度）  1,602 千円 1 人当たり平均支給額（17 年度） 1,929 千円

（17 年度支給割合） 

      期末手当   勤勉手当 

       3.0 月分   1.45 月分 

      (1.6)月分  (0.75)月分 

（17 年度支給割合）           

      期末手当   勤勉手当 

       3.0 月分   1.45 月分 

      (1.6)月分  (0.75)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算   5～20％ 

・管理職加算    12～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算    5～20％ 

・管理職加算    12～25％ 

    ※ ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。  
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(イ)退職手当（18 年 4 月 1日現在） 

高速電車事業 市長部局 

（支給率）    自己都合    定年 

勤続20年    21.00月分   27.30月分

勤続25年    33.75月分    42.12月分

勤続35年    47.50月分    59.28月分

最高限度額   59.28 月分    59.28 月分

その他の加算措置 

 定年前早期退職加算  2～20％ 

※経過措置により段階的に引下げ中。 

1 人当たり平均支給額     23,816 千円

（支給率）      自己都合    定年 

勤続 20 年      21.00 月分   27.30 月分 

勤続 25 年      33.75 月分    42.12 月分 

勤続 35 年      47.50 月分    59.28 月分 

最高限度額        59.28 月分    59.28 月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職加算  2～20％ 

※経過措置により段階的に引下げ中。 

1 人当たり平均支給額 3,001 千円  23,630 千円

※ 退職手当の 1人当たり平均支給額は、17 年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額で

ある。  

 

(ウ)地域手当（18 年 4 月 1日現在） 

支給実績（17 年度決算） 118,469 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額（17 年度決算） 129,900 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

札幌市内 3％ 912 人 3％ 

 

（22 年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

札幌市内 3％ 3％ 

東京都特別区 18％ 18％ 

(注) 国の制度では、平成 22 年度での完成を目指して、平成 18 年度 

から支給率を段階的に引き上げることとしていいる。 

 

(エ)特殊勤務手当（18 年４月１日現在） 

支給実績（17 年度決算） 102,435 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） 156,012 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（17 年度） 72.0％

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する

支給単価 

駅務員等 

①始業時刻又は終業時刻が午前 6 時前

又は午後 9時以降の勤務 

②始業時刻が午前 6時以前、かつ、終業

時刻が午後 9時以降の勤務 

①280 円 

②560 円 
変則勤務手当 

駅務員、高速電車

乗務員、運輸関係

係員、技術関係係

員 

中休勤務（正規の

勤務において勤務

時間ではない時間

（中休）により勤

務が分断され、始

中休勤務時間を含

む勤務時間が深夜

（午前1時～午前5

時）の全部を含む

場合 

①中休時間 4 時間

15 分超：1,800 円 

②中休時間 4 時間

15 分以下：1,600

円 
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業と終業の間が長

時間となる勤務）

上記以外 ③中休時間 4 時間

15 分超：1,600 円 

④中休時間 4 時間

15 分以下：1,400

円 

指令所の係長職 
正規の勤務時間による 24 時間勤務（24

時間の中に休憩時間含む） 
2,000 円 

 

 

(オ)時間外勤務手当 

支給実績（17 年度決算） 959,837 千円

職員 1人当たり平均支給年額（17 年度決算） 1,221 千円

支給実績（16 年度決算） 1,100,910 千円

職員 1人当たり平均支給年額（16 年度決算） 1,106 千円

   ※1  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

     2  管理職手当を受ける職員には時間外勤務手当は支給されない。 

 

 

(カ)その他の手当（18 年 4 月 1日現在）  

手当名 内容及び支給単価 
一般行政
職の制度
との異動

一般行政職
の制度と異
なる内容 

支給実績 
(17 年度決算) 

支給職員 1人当た
り 平均支給年額
（17 年度決算） 

扶養手当 扶養親族のある職員に

対し支給。 

(1)配偶者 14,800 円

(2)配偶者以外 

・2人まで 1人につき

6,000 円 

・3人目以降 1 人につ

き 5,700 円 

・満 16 歳～22 歳の子

がいる場合、1 人につ

き 5,000 円を加算。 

同じ   187,090 千円 278,236 円

管理職手当 係長職以上の職員に対

し支給。 

(1)係長職 

 給料月額×18％ 

(2)課長職 

 給料月額×20％ 

(3)部長職 

 給料月額×23％ 

(4)局長職 

 給料月額×25％ 

異なる 支給対象者

（高速電車

事業） 

係長職に対

し給料月額

×18％を支

給。 

65,299 千円 974,612 円
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通勤手当 通勤のため、１km 以上

の距離を、交通機関を

利用してその運賃を負

担することを常例とし

ている職員、自動車等

を使用している職員に

対し支給。 

(1) 交通機関利用者に

は、定期券等の実費額

を支給。 

(2) 交通用具使用者に

は使用距離に応じて

2,400 円～24,900 円の

範囲内で支給。 

同じ   100,272 千円 112,612 円

住居手当 (1)自ら居住するため

の住宅を借り受け、月

額 11,000 円を超える

家賃を支払っている職

員に対し、月額 27,000

円を限度に支給。 

 

(2)自らの所有に係る

住宅に居住している職

員に対し、月額 9,700

円を支給。 

同じ   111,384 千円 145,189 円

夜間勤務手

当 

正規の勤務時間とし

て、午後 10 時から翌日

の午前 5 時までの間に

勤務した職員に対し支

給。 

・支給額＝1 時間あた

りの給与額×25/100×

勤務時間数 

同じ   78,807 千円 135,854 円

管理職員特

別勤務手当 

臨時又は緊急の必要等

により、週休日又は休

日等に勤務した係長職

以上の職員に対し支

給。 

・3 時間以上の勤務一

回につき、6,000 円～

18,000 円を支給。 

異なる  支給対象

者 

（高速電車

事業） 

係長職に対

して 6,000

円 ～ 9,000

円を支給。

438 千円 10,950 円
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寒冷地手当 北海道内に勤務する職

員に対し支給。 

(1)扶養親族を有する

世帯主である職員 

41,000 円+灯油 1,800ℓ

相当分 

(2)その他の世帯主で

ある職員 

21,000 円+灯油 1,000ℓ

相当分 

(3)その他の職員 

17,600円+灯油600ℓ相

当分 

※経過措置により段階

的に引下げ中。 

同じ   200,916 千円 244,423 円
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エ 定員管理の数値目標及び進捗状況 

(ア)平成 17 年 4 月 1日～平成 22 年 4月 1日における定員管理の数値目標 

平成 17 年 4月 1日 

職員数 

平成 22 年 4月 1日 

職員数 
純減数 純減率 

854 人 606 人 ▲248 人 ▲29.0％ 

 

   （参考）集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率） 

計画期間 

始 期 終 期 
数値目標 

平成 17 年 4月 1日 平成 22 年 4月 1日 248 人の純減 

   

(イ)定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

        →6(3)イを参照  
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(2) 軌道事業 

ア 職員給与費の状況 

・決算 

区分 総費用(A) 
純損益又は実質収

支 
職員給与費(B)

総費用に占める

職員給与費比率

(B/A) 

(参考)16 年度の

総費用に占める

職員給与費比率 

17 年度 1,347,456 千円 ▲49,539 千円 733,179 千円 54.4％ 48.6％ 

 

給与費 

区分 
職員数

（Ａ） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

一人当たり 

給与費(B/A) 

 (参考）政令指定

都市一人当たり

給与費 

17 年度 
 人 

 77 

   千円 

338,853 

   千円

165,806 

   千円 

139,677 

   千円

644,336 

 千円 

8,368 

 千円

7,670 

※ 1 職員手当には退職給与金を含まない。 

2 職員数は、平成 18 年 3月 31 日現在の人数である。 

 

イ 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（18 年 4 月 1 日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

軌道事業 46.2 歳 400,173 円 697,333 円 

団体平均 40.9 歳 373,058 円 629,766 円 

  ※ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

               

 ウ 職員の手当の状況  

(ア)期末手当・勤勉手当 

軌道事業 市長部局 

1 人当たり平均支給額（17 年度） 1,814 千円  1 人当たり平均支給額（17 年度） 1,929 千円 

（17 年度支給割合） 

      期末手当    勤勉手当 

       3.0 月分     1.45 月分 

      (1.6)月分    (0.75)月分 

（16 年度支給割合）           

      期末手当       勤勉手当 

      3.0 月分      1.45 月分 

      (1.6)月分        (0.75)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算    5～20％ 

・管理職加算    12～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算    5～20％ 

・管理職加算    12～25％ 

    ※ ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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(イ)退職手当（18 年 4 月 1日現在） 

軌道事業 市長部局 

（支給率）     自己都合   定年 

勤続 20 年   21.00 月分   27.30 月分

勤続 25年    33.75 月分    42.12 月分

勤続 35年    47.50 月分    59.28 月分

最高限度額   59.28 月分    59.28 月分

その他の加算措置 

 定年前早期退職加算  2～20％ 

※経過措置により段階的に引下げ中。 

1 人当たり平均支給額    19,483 千円 

（支給率）    自己都合    定年 

勤続 20 年    21.00 月分   27.30 月分 

勤続 25 年    33.75 月分    42.12 月分 

勤続 35 年    47.50 月分    59.28 月分 

最高限度額    59.28 月分    59.28 月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職加算  2～20％ 

※経過措置により段階的に引下げ中。 

1 人当たり平均支給額 3,001 千円  23,630 千円

※一人あたり平均支給額は平成 14 年から平成 15 年までに退職した全職種に係る職員に支給された

平均額である（平成 16 年度及び 17 年度の退職手当の支給実績はない）。 

   

(ウ)地域手当（18 年 4 月 1日現在） 

支 給 実 績（17 年度決算） 10,883 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額（17 年度決算） 143,193 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

札幌市内 3％ 76 人 3％ 

 

（22 年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

札幌市内 3％ 3％ 

東京都特別区 18％ 18％ 

(注) 国の制度では、平成 22 年度での完成を目指して、平成 18 年度 

から支給率を段階的に引き上げることとしていいる。 

 

(エ)特殊勤務手当（18 年４月１日現在） 

支給実績（17 年度決算） 4,468 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） 77,039 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（17 年度） 76.3％

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する

支給単価 

①始業時刻又は終業時刻が午前 6 時前

又は午後 9時以降の勤務 

②始業時刻が午前 6時以前、かつ、終業

時刻が午後 9時以降の勤務 

①280 円 

②560 円 
変則勤務手当 

路面電車運転手、

運輸関係係員、技

術関係係員 

中休勤務（正規の

勤務において勤務

時間ではない時間

（中休）により勤

務が分断され、始

中休勤務時間を含

む勤務時間が深夜

（午前1時～午前5

時）の全部を含む

場合 

①中休時間 4 時間

15 分超：1,800 円 

②中休時間 4 時間

15 分以下：1,600

円 
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業と終業の間が長

時間となる勤務）

上記以外 ③中休時間 4 時間

15 分超：1,600 円 

④中休時間 4 時間

15 分以下：1,400

円 

除雪手当 

路面電車運転手、

運輸関係係員、技

術関係係員 

除雪業務 230 円 

 

 

(オ)時間外勤務手当 

支給実績（17 年度決算） 87,001 千円

職員 1人当たり平均支給年額（17 年度決算） 1,192 千円

支給実績（16 年度決算） 99,326 千円

職員 1人当たり平均支給年額（16 年度決算） 1,155 千円

    ※1  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

      2  管理職手当を受ける職員には時間外勤務手当は支給されない。 

 

 

(カ)その他の手当（18 年 4 月 1日現在）  

手当名 内容及び支給単価 
一般行政
職の制度
との異動

一般行政職
の制度と異
なる内容 

支給実績 
（17 年度決算）

支給職員 1人当た
り 平均支給年額
（17 年度決算） 

扶養手当 扶養親族のある職員に

対し支給。 

(1)配偶者 14,800 円

(2)配偶者以外 

・2人まで 1人につき

6,000 円 

・3人目以降 1 人につ

き 5,700 円 

・満 16 歳～22 歳の子

がいる場合、1 人につ

き 5,000 円を加算。 

同じ   20,024 千円 301,116 円

管理職手当 係長職以上の職員に対

し支給。 

(1)係長職 

 給料月額×18％ 

(2)課長職 

 給料月額×20％ 

(3)部長職 

 給料月額×23％ 

(4)局長職 

 給料月額×25％ 

異なる 支給対象者

（ 軌 道 事

業） 

係長職に対

し給料月額

×18％を支

給。 

3,879 千円 969,685 円
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通勤手当 通勤のため、１km 以上

の距離を、交通機関を

利用してその運賃を負

担することを常例とし

ている職員、自動車等

を使用している職員に

対し支給。 

(1) 交通機関利用者に

は、定期券等の実費額

を支給。 

(2)交通用具使用者に

は使用距離に応じて

2,400 円～24,900 円の

範囲内で支給。 

同じ   7,115 千円 91,119 円

住居手当 (1)自ら居住するため

の住宅を借り受け、月

額 11,000 円を超える

家賃を支払っている職

員に対し、月額 27,000

円を限度に支給。 

(2)自らの所有に係る

住宅に居住している職

員に対し、月額 9,700

円を支給。 

同じ   10,756 千円 146,837 円

夜間勤務手

当 

正規の勤務時間とし

て、午後 10 時から翌日

の午前 5 時までの間に

勤務した職員に対し支

給。 

・支給額＝1 時間あた

りの給与額×25/100×

勤務時間数 

同じ   2,621 千円 47,158 円

管理職員特

別勤務手当 

臨時又は緊急の必要等

により、週休日又は休

日等に勤務した係長職

以上の職員に対し支

給。 

・3 時間以上の勤務一

回につき、6,000 円～

18,000 円を支給。 

異なる  支給対象

者 

（ 軌 道 事

業） 

係長職に対

して 6,000

円 ～ 9,000

円を支給。

18 千円 6,000 円
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寒冷地手当 北海道内に勤務する職

員に対し支給。 

(1)扶養親族を有する

世帯主である職員 

41,000 円+灯油 1,800ℓ

相当分 

(2)その他の世帯主で

ある職員 

21,000 円+灯油 1,000ℓ

相当分 

(3)その他の職員 

17,600円+灯油600ℓ相

当分 

※経過措置により段階

的に引下げ中。 

同じ   19,041 千円 247,286 円
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エ 定員管理の数値目標及び進捗状況 

(ア)平成 17 年 4 月 1日～平成 22 年 4月 1日における定員管理の数値目標 

平成 17 年 4月 1日 

職員数 

平成 22 年 4月 1日 

職員数 
純減数 純減率 

83 人 72 人 ▲11 人 ▲13.3％ 

 

（参考）集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率） 

計画期間 

始 期 終 期 
数値目標 

平成 17 年 4月 1日 平成 22 年 4月 1日 11 人の純減 

   

(イ)定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

        →6(3)イを参照  
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(3) 水道事業  

ア 職員給与費の状況  

・決算 

区分 総費用（A） 純損益又は実質収支 職員給与費（B）

総費用に占める

職員給与費比率

（B/A） 

(参 考 )16 年 度 の

総費用に占める職員

給 与 費 比 率

17 年度 42,083,862 千円 1,418,292 千円 8,215,531 千円 19.5％ 19.6％ 

     

 

給与費 
区分 

職員数

（Ａ） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

一人当たり 

給与費(B/A) 

 (参考）政令指定都市

一人当たり給与費 

17年度 
 人 

 712 

   千円 

3,171,340 

   千円

1,206,057

   千円 

1,316,199 

   千円

5,693,596

 千円 

7,997 

 千円

7,737 

※ 1 職員手当には退職給与金を含まない。 

2 職員数は、平成 18 年 3月 31 日現在の人数である。 

       

  イ 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（18 年 4 月 1 日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

札幌市 46.6 歳 399,183 円 665,936 円 

団体平均 44.3 歳 400,387 円 639,296 円 

  ※ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。                    

               

  ウ 職員の手当の状況  

(ア)期末手当・勤勉手当 

水道事業 市長部局 

1 人当たり平均支給額（17 年度） 1,831 千円 1人当たり平均支給額（17 年度） 1,929 千円

（17 年度支給割合） 

      期末手当    勤勉手当 

       3.0 月分    1.45 月分 

       (1.6)月分   (0.75)月分 

（17 年度支給割合）           

      期末手当       勤勉手当 

      3.0 月分      1.45 月分 

      (1.6)月分        (0.75)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算    5～20％ 

・管理職加算    12～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算    5～20％ 

・管理職加算    12～25％ 

   ※ ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。  
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(イ)退職手当（18 年 4 月 1日現在） 

水道事業 市長部局 

（支給率）  自己都合    定年 

勤続 20 年    21.00 月分   27.30 月分

勤続 25年    33.75 月分    42.12 月分

勤続 35年    47.50 月分    59.28 月分

最高限度額   59.28 月分    59.28 月分

その他の加算措置 

 定年前早期退職加算  2～20％ 

※経過措置により段階的に引下げ中。 

1 人当たり平均支給額    24,440 千円 

（支給率）      自己都合   定年 

勤続 20 年      21.00 月分   27.30 月分 

勤続 25 年      33.75 月分    42.12 月分 

勤続 35 年      47.50 月分    59.28 月分 

最高限度額      59.28 月分    59.28 月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職加算  2～20％ 

※経過措置により段階的に引下げ中。 

1 人当たり平均支給額 3,001 千円  23,630 千円

※ 退職手当の 1人当たり平均支給額は、17 年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額

である。  

   

(ウ)地域手当（18 年 4 月 1日現在） 

支 給 実 績（17 年度決算） 101,006 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額（17 年度決算） 140,286 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

札幌市内 3％ 720 人 3％ 

 

（22 年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

札幌市内 3％ 3％ 

東京都特別区 18％ 18％ 

(注) 国の制度では、平成 22 年度での完成を目指して、平成 18 年度 

から支給率を段階的に引き上げることとしていいる。 

 

 

   (エ)特殊勤務手当（18 年 4 月 1日現在） 

支給実績（17 年度決算） 24,188 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額（17年度決算） 49,030 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（17 年度） 68.5％

手当の種類（手当数） 8

手当の名称、支給対象職員、支給対象業務等については別紙３ 

   

(オ)時間外勤務手当 

支給実績（17 年度決算） 533,942 千円

職員 1人当たり平均支給年額（17 年度決算） 742 千円

支給実績（16 年度決算） 527,727 千円

職員 1人当たり平均支給年額（16 年度決算） 791 千円

     ※1 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

      2  管理職手当を受ける職員には時間外勤務手当は支給されない。 
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(カ)その他の手当（18 年 4月 1日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
一般行政
職の制度
との異動

一般行政職
の制度と異
なる内容 

支給実績 
(17 年度決算) 

支給職員 1人当た
り平均支給年額
（17 年度決算） 

扶養手当 扶養親族のある職員に

対し支給。 

(1)配偶者 14,800 円

(2)配偶者以外 

・2人まで 1人につき

6,000 円 

・3人目以降 1 人につ

き 5,700 円 

・満 16 歳～22 歳の子

がいる場合、1 人につ

き 5,000 円を加算。 

同じ   146,610 千円 267,536 円

管理職手当 課長職以上の職員に対

し支給。 

(1)課長職 

 給料月額×20％ 

(2)部長職 

 給料月額×23％ 

(3)局長職 

 給料月額×25％ 

同じ   41,661 千円 1,225,324 円

通勤手当 通勤のため、１km 以上

の距離を、交通機関を

利用してその運賃を負

担することを常例とし

ている職員、自動車等

を使用している職員に

対し支給。 

(1) 交通機関利用者に

は、定期券等の実費額

を支給。 

(2)交通用具使用者に

は使用距離に応じて

2,400 円～24,900 円の

範囲内で支給。 

同じ   84,369 千円 126,554 円

住居手当 (1)自ら居住するため

の住宅を借り受け、月

額 11,000 円を超える

家賃を支払っている職

員に対し、月額 27,000

円を限度に支給。 

(2)自らの所有に係る

住宅に居住している職

員に対し、月額 9,700

円を支給。 

同じ   97,618 千円 150,027 円
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夜間勤務手

当 

正規の勤務時間とし

て、午後 10 時から翌日

の午前 5 時までの間に

勤務した職員に対し支

給。 

・支給額＝1 時間あた

りの給与額×25/100×

勤務時間数 

同じ   10,967 千円 244,160 円

管理職員特

別勤務手当 

臨時又は緊急の必要等

により、週休日又は休

日等に勤務した課長職

以上の職員に対し支

給。 

・3 時間以上の勤務一

回につき、8,000 円～

18,000 円を支給。 

同じ   116 千円 8,923 円

寒冷地手当 北海道内に勤務する職

員に対し支給。 

(1)扶養親族を有する

世帯主である職員 

41,000 円+灯油 1,800ℓ

相当分 

(2)その他の世帯主で

ある職員 

21,000 円+灯油 1,000ℓ

相当分 

(3)その他の職員 

17,600円+灯油600ℓ相

当分 

※経過措置により段階

的に引下げ中。 

同じ   168,393 千円 236,176 円

 

   

   

エ 定員管理の数値目標及び進捗状況 

(ア)平成 17 年 4 月 1日～平成 22 年 4月 1日における定員管理の数値目標 

平成 17 年 4月 1日 

職員数 

平成 22 年 4月 1日 

職員数 
純減数 純減率 

742 人 692 人 ▲50 人 ▲6.7％ 

 

   （参考）集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率） 

計画期間 

始 期 終 期 
数値目標 

平成 17 年 4月 1日 平成 22 年 4月 1日 50 人の純減 

   

(イ） 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

         →6(3)イを参照  
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（別紙１） 

札幌市の事務・技術職員に支給されている特殊勤務手当一覧 

平成 18 年４月１日現在 

手当額 番号 種類 支給対象者 

単

位

金額 

摘要 

(1) 地上又は水面上 10 メートル以上の足場の不安定な箇

所で行う作業として当該作業を所管する部の長が指定

するものに従事した職員 

1 日 240 円 

(2) 環境都市推進部に所属する職員のうち、河川の汚濁状

況の調査のために行う水の採取、流量測定等の作業(水

中で行うものに限る。)に従事した者 

1 日 240 円 

(3) みどりの推進部、管理部又は区土木部に所属する職員

のうち、交通を遮断することなく行う道路の維持修繕そ

の他の道路上の作業(特殊重車両の運転を含む。)で、み

どりの推進部長、管理部長又は建設局土木部長が指定す

るものに従事した者 

1 日 220 円 

1 特定危険

作業手当 

(4) 昇降機の検査業務に従事した職員 1 日 200 円 

  

(1) 動物管理センターに所属する職員のうち、狂犬病予防

法(昭和 25 年法律第 247 号)に規定する狂犬病予防員(以

下「狂犬病予防員」という。)の業務又は野犬の捕獲、

抑留、処分若しくは消毒の作業に従事した者 

1 日 280 円 

(2) 円山動物園に所属する職員(獣医師に限る。)のうち、

動物の飼育、発病した動物の治療又は各種検査等の作業

に従事した者 

1 日 260 円 

2 動物取扱

業務手当 

(3) 円山動物園に所属する職員(獣医師を除く。)のうち、

動物の飼育作業に従事した者 

1 日 230 円 

  

(1) 処理場管理事務所に所属する職員のうち、排水処理を

行う施設の機器若しくは設備の維持管理作業又は排水

の処理作業に従事した者 

1 日 300 円 

(2) 処理場管理事務所に所属する職員のうち、クリーンセ

ンターの機器若しくは設備の維持管理作業又はし尿の

下水道への投入作業に従事した者 

1 日 300 円 

3 清掃等作

業手当 

(3) 清掃工場に所属する職員のうち、焼却炉等の機器若し

くは設備の維持管理作業又はごみ焼却作業に従事した

者 

1 日 300 円 

  

(1) 下水処理場に勤務する職員のうち、当該施設内の機器

若しくは設備の維持管理作業又は下水処理作業(水質の

検査に関する作業を除く。)に従事した者 

1 日 290 円 4 下水処理

等作業手

当 

(2) 下水道施設部に所属する職員のうち、排水設備工事の

検査、既設下水道本管接合工事の監督、地下水浸入調査

又はこれらに準ずる業務として下水道施設部長が指定

するものに従事した者 

1 日 170 円 

  

(1) 平岸霊園又は火葬場に勤務する職員 1 月 14,000円 

(2) 墓地(平岸霊園を除く。)に勤務する職員 1 月 10,500円 

5 特殊施設

等勤務手

当 (3) 動物管理センターに所属する狂犬病予防員(健康衛生

部長が指定する者に限る。) 

1 月 15,900円 

第 1 号、第 2

号、第 6 号、

第 7 号及び第

10号から第 14
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(4) 動物管理センターに所属する狂犬病予防員(前号に掲

げる者を除く。) 

1 月 10,500円 

(5) 動物管理センターに所属する職員(狂犬病予防員を除

く。) 

1 月 7,000 円 

(6) 清掃事務所、施設清掃事務所、環境事業部車両管理事

務所、処理場管理事務所又は清掃工場に所属する職員

(次号に掲げる者を除く。) 

1 月 17,500円 

(7) 環境事業部車両管理事務所又は清掃工場に所属する

事務職員 

1 月 14,000円 

(8) 円山動物園飼育課に所属する職員 1 月 7,000 円 

(9) 円山動物園管理課に所属する職員 1 月 3,500 円 

(10) 下水処理場に勤務する職員のうち、下水処理作業(水

質の検査に関する作業を除く。)を本務とする者 

1 月 17,500円 

(11) 下水処理場に勤務する職員(前号に掲げる者を除き、

処理施設課に所属する職員のうち、下水処理場において

重金属等の試験検査の業務に従事する者を含む。) 

1 月 14,000円 

(12) 下水管理センターに所属する職員 1 月 10,500円 

(13) 事業廃棄物課に所属する職員のうち、廃棄物に関す

る施設の指導監督の業務に従事する者として環境事業

部長が指定する者 

1 月 10,500円 

(14) 環境事業部施設管理課に所属する職員のうち、廃棄

物に関する施設の検査業務に従事する者として環境事

業部長が指定する者 

1 月 14,000円 

号までに掲げ

る 職 員 の う

ち、係長及び

これに相当す

る職以上の職

にある者につ

いては、1月に

つき 17,500 円

を超えない範

囲内で当該施

設又は業務を

所管する部の

長が定める額

とし、第 8 号

及び第 9 号に

掲げる職員の

うち、係長及

びこれに相当

する職以上の

職にある者に

ついては、1月

につき 7,000

円を超えない

範囲内で円山

動物園長が定

め る 額 と す

る。 

(1) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律(平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症予防法」

という。)第 15 条第 1 項、第 17 条第 2 項、第 27 条第 2

項、第 28 条第 2項、第 29 条第 2項、第 45 条第 2項又は

第50条第1項若しくは第5項の規定に基づく作業に従事

した職員 

1 日 290 円   

(2) 保健管理課に所属する職員のうち、感染症予防法第 21

条又は第 47 条の規定に基づく移送の作業に従事した者 

1 日 280 円 

(3) 家畜伝染病予防法(昭和26年法律第166号)第5条第1

項若しくは第5項若しくは第51条の規定に基づく業務の

補助の作業、同法第 58 条第 4 項の規定に基づく作業又は

これらに準ずる作業で農務部長が指定するものに従事し

た職員 

1 日 290 円 

6 感染症予

防等作業

手当 

(4) 戸別に巡回して行う保健指導の業務を本務とする保

健師又は助産師のうち、保健福祉課に所属する者以外の

者 

1 月 1,700 円 

 

(1) 保健所又は衛生研究所に所属する職員のうち、細菌検

査又は試験検査として保健所長又は衛生研究所長が指定

するものに従事した者 

1 日 270 円 7 有害物取

扱業務手

当 

(2) 環境事業部又は下水道施設部に所属する職員のうち、

水質検査又は試験検査の業務を主たる職務とする者 

1 月 1,900 円 

  

8 放射線取 (1) エックス線その他の放射線を人体に対して照射する 1日 280 円   
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業務に従事した職員 扱業務手

当 (2) エックス線その他の放射線を人体に対して照射する

業務の介助業務として区保健福祉部長が指定するものに

従事した職員 

1 日 100 円 

(1) 火災その他の災害等(救急業務を要する事故を除く。

第 3 号において同じ。)の現場に指令を受けて出動した

消防吏員(次号、第 3号及び第 5号に掲げる者を除く。)

    

ア 消防部隊(救急隊及び航空隊を除く。以下同じ。)の隊

長又は現場指揮者の業務に従事した者 

1 回 140 円 

イ 消防部隊の大型自動車の運転業務に従事した者又は救

急救命士の資格を有する者 

1 回 130 円 

ウ 消防部隊の大型自動車以外の自動車の運転業務に従事

した者 

1 回 120 円 

エ 上記以外の者 1 回 110 円 

(2) 前号に掲げる出動をした消防吏員のうち、警防部長が

指定する者又は救急業務を要する事故の現場に指令を

受けて出動した消防吏員 

   

ア 救急救命士の資格を有する者 1 回 130 円 

イ 隊長の業務に従事した者(アに掲げる者を除く。) 1 回 50 円 

ウ 自動車の運転業務に従事した者 1 回 40 円 

エ 上記以外の者 1 回 30 円 

(3) 火災その他の災害等の現場に原因調査のため指令を

受けて出動した消防吏員のうち、予防部長が指定する者

又は火災現場等に立ち入り、火災原因等の調査業務に従

事した消防吏員 

    

ア 自動車の運転業務に従事した者 1 回 50 円 

イ 上記以外の者 1 回 40 円 

(4) 火災、救急業務を要する事故その他の災害等の出動指

令の業務に従事した消防吏員 

1 回 100 円 

(5) ヘリコプターに搭乗し、災害防除活動、その訓練、災

害予防広報活動その他警防部長が指定する業務に従事

した職員 

搭

乗 1

時

間 

1,200 円 

(6) サリン等による人身被害の防止に関する法律(平成 7

年法律第 78 号)第 2 条に規定するサリン等(以下「サリ

ン等」という。)若しくはその疑いのある物質(以下これ

らを「特殊危険物質等」という。)に対して直接行う検

知、鑑定、収容、除去その他の作業又は容器等に封入さ

れている特殊危険物質等の収容、移動等の作業でその発

散若しくは漏えいのおそれがあるものに従事した消防

吏員 

1 日 2,600 円 

9 消防業務

手当 

(7) サリン等による被害の危険がある区域内において行

う作業で前号に掲げるもの以外のものに従事した消防

吏員 

1 日 250 円 

第 5 号に掲げ

る 職 員 の う

ち、搭乗時間

中においてヘ

リコプターか

らの降下等の

空中機外活動

に従事した者

については、

搭乗 1 時間に

つき 1,800 円

とする。 

(1) ヘリコプターの操縦業務を主たる職務とする消防吏

員 

   10 ヘリコプ

ター従事

者手当 ア 飛行時間 3,000 時間以上の経験を有する者 1 月 101,000

円 
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イ 飛行時間 2,000 時間以上 3,000 時間未満の経験を有す

る者 

1 月 91,000円 

ウ 飛行時間 1,000 時間以上 2,000 時間未満の経験を有す

る者 

1 月 78,000円 

エ 飛行時間 1,000 時間未満の経験を有する者 1 月 49,000円 

(2) ヘリコプターの整備業務を主たる職務とする消防吏

員 

   

ア 1 等航空整備士の資格を有する者 1 月 47,000円 

イ 2 等航空整備士の資格を有する者 1 月 37,000円 

ウ 上記以外の者 1 月 11,000円 

(1) 勤務場所以外の場所において市税、国民健康保険若し

くは介護保険の保険料、土地区画整理事業清算金、下水

道使用料、下水道事業受益者負担金又は市営住宅家賃の

納付督励(滞納処分を含む。)の業務に従事した職員 

1 日 300 円 

(2) 勤務場所以外の場所において下水道の無届使用者に

係る下水道使用料の算定業務若しくは下水道使用料の

算定のための地下揚水の検針業務で管理部長が指定す

るものに従事した職員又は勤務場所以外の場所におい

て市税、国民健康保険若しくは介護保険の保険料若しく

は下水道事業受益者負担金の賦課資料の収集のための

戸別調査の業務に従事した職員 

1 日 140 円 

11 賦課徴収

等業務手

当 

(3) 滞納整理課に所属する職員(税政部長が指定する者に

限る。)又は諸税課、税務部、保険年金課若しくは下水

道財務課に所属する職員のうち、市税、国民健康保険若

しくは介護保険の保険料又は下水道事業受益者負担金

に関する業務を主たる職務とする者 

1 月 4,000 円 

  

(1) はるにれ学園、かしわ学園、整肢園、第二かしわ学園、

あかしあ学園、発達医療センター、豊成養護学校又は北

翔養護学校に所属する職員のうち、知的障害児若しくは

知的障害者の指導の業務又は肢体不自由児の訓練の業

務に従事した者 

1 日 390 円 

(2) 身体障害者福祉センター又は知的障害者更生相談所

に所属する職員のうち、身体障害者又は知的障害者の指

導、訓練又は相談の業務に従事した者 

1 日 310 円 

(3) 保育園又は区保育・子育て支援センターに所属する職

員のうち、児童の保育業務に従事した者 

1 日 200 円 

(4) 子育て支援課、区保育・子育て支援センター、児童療

育課又は健康・子ども課に所属する職員のうち、地域子

育て支援事業に係る児童の保育業務として子育て支援

部長、児童福祉総合センター所長又は区保健福祉部長が

指定するものに従事した者 

1 日 180 円 

12 福祉業務

等手当 

(5) 児童療育課(はるにれ学園、かしわ学園及び整肢園を

除く。)又は相談判定課に所属する職員のうち、児童、

身体障害者若しくは知的障害者の指導、訓練若しくは相

談の業務に従事した者又は保健福祉課、健康・子ども課、

保護一課、保護二課、保護三課若しくは保護課に所属す

る職員のうち、社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 15

条第 1項第 1 号若しくは第 2号に規定する所員としての

1日 310 円 
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業務若しくは来庁者等の指導若しくは相談の業務に従

事した者 

(6) 保健福祉局保健福祉部、保健所又は区保健福祉部に所

属する職員のうち、精神保健福祉に関する相談の業務又

は医療社会事業の業務に従事した者 

1 日 310 円 

(7) 保健福祉課に所属する職員のうち、介護保険の認定又

はサービス利用に関する相談の業務に従事した者 

1 日 310 円 

(1) 相談判定課に所属する職員のうち、深夜(午後 10 時か

ら翌日の午前 5 時までの間をいう。以下同じ。)の全部

又は一部において、正規の勤務時間(札幌市職員の勤務

条件に関する条例(平成 6年条例第 39 号。以下「勤務条

件条例」という。)第 8 条第 1 項に規定する正規の勤務

時間をいう。以下同じ。)による勤務に従事した者 

   

ア その勤務時間が深夜の全部を含むとき。 1 回 1,440 円 

イ その勤務時間が深夜の一部を含む場合で、当該深夜に

おける勤務時間が 2時間以上のとき。 

1 回 860 円 

ウ その勤務時間が深夜の一部を含む場合で、当該深夜に

おける勤務時間が 2時間未満のとき。 

1 回 540 円 

(2) 保健所又は中央卸売市場に所属する職員のうち、正規

の勤務時間による勤務で、その始業時刻が午前 6時前で

あるものに従事した者 

1 回 280 円 

13 夜間特殊

業務手当 

(3) 高等学校に所属する職員(学校教育部長が指定する者

に限る。)のうち、正規の勤務時間による勤務で、その

終業時刻が午後 9時後であるものに従事した者 

1 回 280 円 

  

発達医療センターに所属する看護師又は准看護師のう

ち、深夜の全部又は一部において、正規の勤務時間による

勤務として看護等の業務に従事した者 

    

ア その勤務時間が深夜の全部を含むとき。 1 回 6,800 円 

イ その勤務時間が深夜の一部を含む場合で、当該深夜に

おける勤務時間が 4時間以上のとき。 

1 回 3,300 円 

ウ その勤務時間が深夜の一部を含む場合で、当該深夜に

おける勤務時間が 2時間以上 4時間未満のとき。 

1 回 2,900 円 

14 夜間診療

等業務手

当 

エ その勤務時間が深夜の一部を含む場合で、当該深夜に

おける勤務時間が 2時間未満のとき。 

1 回 2,000 円 

  

(1) 正規の勤務時間による午前8時45分から翌日の午前8

時 55 分までの継続する勤務に従事した消防吏員 

1 回 2,800 円 

(2) 日曜日及び土曜日のすべてが勤務条件条例第 3 条第 1

項及び第 4条の規定による週休日である職員以外の職員

のうち、土曜日若しくは日曜日に、又は土曜日から日曜

日にかけて正規の勤務時間による勤務に従事した者 

    

ア 土曜日の午前8時45分から午後5時15分までの間に3

時間以上勤務した場合 

1 回 400 円 

イ 日曜日の午前8時45分から午後5時15分までの間に3

時間以上勤務した場合 

1 回 800 円 

15 変則勤務

手当 

ウ 土曜日から日曜日にかけて 14 時間 25 分以上勤務した

場合 

1 回 800 円 

  

16 教員特殊

業務手当 

高等専門学校に所属する教員及び助手のうち、勤務条件

条例第3条第1項、第4条及び第5条の規定による週休日(以

1日 1,200 円   
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下「週休日」という。)、給与条例第 8条に規定する休日等

(以下「休日等」という。)又は勤務条件条例第 5 条に規定

する半日勤務時間のみが割り振られている日若しくはこれ

に相当する日に、学校の管理下において行われる部活動(正

規の教育課程としてのクラブ活動に準ずる活動をいう。)に

おける学生に対する指導業務(心身に著しい負担を与える

ものとして教育長が指定するものに限る。)に従事した者 

17 発掘調査

業務手当 

文化財課に所属する職員のうち、埋蔵文化財の発掘調査

業務に従事した者 

1 日 270 円   

(1) 計量検査所に所属する職員のうち、勤務場所以外の場

所において計量器及び計量の検査業務に従事した者 

1 日 130 円 

(2) 権利者に対して直接行う土地区画整理事業に係る換

地、清算等の交渉の業務を主たる職務とする職員として

当該業務を所管する部の長が指定する者 

1 月 2,400 円 

(3) 権利者に対して直接行う用地取得についての交渉の

業務を主たる職務とする職員として当該業務を所管す

る部の長が指定する者 

1 月 2,400 円 

(4) 市街地整備部又は建築指導部に所属する職員のうち、

違反建築の取締業務を主たる職務とする者 

1 月 1,400 円 

18 取締交渉

等業務手

当 

(5) 道路法(昭和 27年法律第 180号)第 71条第 4項及び第

5 項に規定する道路監理員の業務で常時勤務場所以外の

場所で行われるものを主たる職務とする職員として管

理部長が指定する者 

1 月 1,400 円 

  

(1) 国際緊急援助隊の派遣に関する法律(昭和62年法律第

93 号)の規定による海外の地域での国際緊急援助活動に

従事した消防吏員 

1 日 4,000 円 19 災害緊急

援助等業

務手当 

(2) 国又は本市以外の地方公共団体の要請に基づき、災害

応急対策（異常な自然現象、大規模な事故等により重大

な災害が発生し、若しくは発生するおそれがある箇所又

はその周辺において行う災害の発生の防禦又は拡大の

防止のための措置をいう。）のため本市以外の地方公共

団体に派遣され、当該対策に係る業務に従事した職員 

1 日  800 円 

第 1 号に掲げ

る 職 員 の う

ち、心身に著

しい負担を与

えるものとし

て警防部長が

指定する国際

緊急援助活動

に従事した者

については、1

日 に つ き

4,000 円 に

2,000 円を超

えない範囲内

で警防部長が

定める額を加

算した額とす

る。 
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（別紙２） 

札幌市の単純な労務に従事する職員に支給されている特殊勤務手当一覧 

平成18年4月1日現在 

手当額 番号 種類 支給対象者 

単位 金額 

摘要 

(1) 地上又は水面上10メートル以上の足場の不安定な

箇所で行う作業として当該作業を所管する部の長が指

定するものに従事した職員 

1日 240円 1 特定危険作

業手当 

(2) みどりの推進部、管理部又は区土木部に所属する職

員のうち、交通を遮断することなく行う道路の維持修

繕その他の道路上の作業(特殊重車両の運転を含む。)

でみどりの推進部長、管理部長又は建設局土木部長が

指定するものに従事した者 

1日 220円 

  

(1) 動物管理センターに所属する職員のうち、野犬の捕

獲、抑留、処分又は消毒の作業に従事した者 

1日 280円 2 動物取扱業

務手当 

(2) 円山動物園に所属する職員のうち、動物の飼育作業

に従事した者 

1日 230円 

  

(1) 清掃事務所に所属する職員のうち、ごみの収集作業

に従事した者 

1日 400円 

(2) 施設清掃事務所に所属する職員のうち、公衆便所の

清掃作業又は公衆便所清掃車の運転業務に従事した者

1日 230円 

(3) 処理場管理事務所に所属する職員のうち、ごみのな

らし作業に従事した者 

1日 390円 

(4) 処理場管理事務所に所属する職員のうち、排水処理

を行う施設の機器若しくは設備の維持管理作業又は排

水の処理作業に従事した者 

1日 300円 

(5) 処理場管理事務所に所属する職員のうち、クリーン

センターの機器若しくは設備の維持管理作業又はし尿

の下水道への投入作業に従事した者 

1日 300円 

(6) 処理場管理事務所に所属する職員のうち、埋立地の

管理作業(誘導作業を除く。)に従事した者 

1日 170円 

3 清掃等作業

手当 

(7) 清掃工場に所属する職員のうち、焼却炉等の機器若

しくは設備の維持管理作業又はごみ焼却作業に従事し

た者 

1日 300円 

  

(1) 下水管理センターに所属する職員のうち、下水道管

又はこれに附属する施設の清掃又は調査点検の作業に

従事した者 

1日 290円 

(2) 下水管理センターに所属する職員のうち、排水設備

工事の検査に従事した者 

1日 170円 

4 下水処理等

作業手当 

(3) 下水処理場に勤務する職員のうち、当該施設内の機

器若しくは設備の維持管理作業又は下水処理作業に従

事した者 

1日 290円 

  

5 斎場等業務

手当 

火葬場に勤務する職員のうち、当該施設内の機器若し

くは設備の維持管理作業又は死体の火葬業務に従事した

者 

1日 290円   

(1) 火葬場に勤務する職員 1月 17,500円 

(2) 墓地に勤務する職員 1月 14,000円 

(3) 動物管理センターに所属する職員 1月 10,500円 

6 特殊施設等

勤務手当 

(4) 清掃事務所、施設清掃事務所、環境事業部車両管理

事務所、処理場管理事務所又は清掃工場に所属する職

員 

1月 17,500円 
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(5) 円山動物園飼育課に所属する職員 1月 7,000円 

(6) 円山動物園管理課に所属する職員 1月 3,500円 

(7) 下水管理センター又は下水処理場に勤務する職員 1月 17,500円 

(8) 事業廃棄物課に所属する職員のうち、環境事業部長

が指定する者 

1月 10,500円 

(1) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律(平成10年法律第114号。以下「感染症予防法」

という。)第15条第1項、第17条第2項、第27条第2項、

第28条第2項、第29条第2項、第45条第2項又は第50条第

1項若しくは第5項の規定に基づく作業に従事した職員

1日 290円 7 感染症予防

等作業手当 

(2) 保健管理課に所属する職員のうち、感染症予防法第

21条又は第47条の規定に基づく移送の作業に従事した

者 

1日 280円 

  

8 放射線取扱

業務手当 

エックス線その他の放射線を人体に対して照射する業

務の介助業務として区保健福祉部長が指定するものに従

事した職員 

1日 100円   

9 整備作業手

当 

環境事業部車両管理事務所、雪対策室車両管理事務所

又は維持管理課に所属する職員のうち、車両の整備作業

に従事した者 

1日 210円   

(1) はるにれ学園、かしわ学園、整肢園、第二かしわ学

園、あかしあ学園、豊成養護学校又は北翔養護学校に

所属する職員のうち、知的障害児若しくは知的障害者

の指導の業務又は肢体不自由児の訓練の業務に従事し

た者 

1日 390円 10 福祉業務等

手当 

(2) 保育園に所属する用務員又は調理員のうち、児童の

保育業務の介助業務に従事した者 

1日 90円 

  

(1) 清掃工場に所属する職員のうち、深夜(午後10時か

ら翌日の午前5時までの間をいう。以下同じ。)の全部

又は一部において、正規の勤務時間(札幌市職員の勤務

条件に関する条例(平成6年条例第39号。以下「勤務条

件条例」という。)第2条から第5条までの規定の例によ

る勤務時間をいう。以下同じ。)による勤務に従事した

者 

      

ア その勤務時間が深夜の全部を含むとき。 1回 1,340円   

イ その勤務時間が深夜の一部を含む場合で、当該深

夜における勤務時間が2時間以上のとき。 

1回 650円   

ウ その勤務時間が深夜の一部を含む場合で、当該深

夜における勤務時間が2時間未満のとき。 

1回 520円   

(2) 下水処理場に勤務する職員のうち、深夜の全部又は

一部において、正規の勤務時間による勤務に従事した

者 

      

ア その勤務時間が深夜の全部を含むとき。 1回 1,130円   

イ その勤務時間が深夜の一部を含む場合で、当該深

夜における勤務時間が2時間以上のとき。 

1回 730円   

ウ その勤務時間が深夜の一部を含む場合で、当該深

夜における勤務時間が2時間未満のとき。 

1回 410円   

11 夜間特殊業

務手当 

(3) 高等学校に所属する職員(学校教育部長が指定する

者に限る。)のうち、正規の勤務時間による勤務で、そ

の終業時刻が午後9時後であるものに従事した者 

1回 280円   

日曜日及び土曜日のすべてが勤務条件条例第3条第1項

及び第4条の規定の例による週休日である職員以外の職

員のうち、土曜日若しくは日曜日に、又は土曜日から日

曜日にかけて正規の勤務時間による勤務に従事した者 

    

ア 土曜日の午前8時45分から午後5時15分までの間に

3時間以上勤務した場合 

1回 400円 

イ 日曜日の午前8時45分から午後5時15分までの間に

3時間以上勤務した場合 

1回 800円 

12 変則勤務手

当 

ウ 土曜日から日曜日にかけて14時間25分以上勤務し

た場合 

1回 800円 
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13 災害緊急援

助等業務手

当 

国又は本市以外の地方公共団体の要請に基づき、災害

応急対策（異常な自然現象、大規模な事故等により重大

な災害が発生し、若しくは発生するおそれがある箇所又

はその周辺において行う災害の発生の防禦又は拡大の防

止のための措置をいう。）のため本市以外の地方公共団体

に派遣され、当該対策に係る業務に従事した職員 

1日  800円   
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（別紙３） 

水道局職員に対して支給される特殊勤務手当 

平成18年4月1日現在 

手当額 番

号 
種類 支給対象者 

単位 金額 
(1) 水質試験所に勤務する職員のうち、常時水質検査に従

事する者 
1月 1,700円 

(2) 水質試験所に勤務する職員のうち、河川の採水調査業

務に従事した者 
1日 220円 

1 危険作業手当 

(3) 落下地点4メートル以上の足場の不安定な高所で配水

管の新設若しくは維持管理若しくは受水槽に附帯する給

水装置のしゆん工検査に従事した職員又は定山渓浄水場

の取水せき若しくは原水池の維持管理に従事した職員 

1回 100円 

2 点検作業手当 水道メーターの使用水量点検作業のうち、特に困難、不快

性のあるものに従事した職員 
1日 260円 

(1) 勤務場所以外の場所において水道の料金若しくは工事

費又は下水道使用料(以下この項において「水道料金等」

という。)の収納事務に従事した職員 

1日 200円 3 徴収等業務手

当 

(2) 水道料金等の納付督励事務に従事した職員のうち総務

部長が指定する者 
1日 200円 

(1) 給配水管等工事において、水中等劣悪な環境の中で行

う作業に従事した職員 
1日 220円 

(2) 浄水場に勤務する職員のうち、薬品溶解若しくはこれ

らに類する業務又は河川の採水調査業務に従事した者 
1日 220円 

(3) 浄水場に勤務する職員のうち、沈殿池等の排でい作業

に従事した者 
1日 400円 

(4) 藻岩浄水場、白川浄水場、定山渓浄水場及び配水セン

ターに勤務する職員のうち、管理室における維持管理作業

に従事した者 

  

ア 深夜(午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以

下同じ。)の全部に勤務した場合 
1回 1,300円 

イ アの場合を除き、午後4時45分から翌日の午前9時15分

までの間に3時間30分以上勤務した場合 
1回 650円 

ウ 午前8時45分から午後5時15分までの間に3時間30分以

上勤務した場合 
1回 400円 

(5) 定山渓浄水場に勤務する職員のうち、管理室において1

人で維持管理作業に従事した者 
  

ア 深夜の全部に勤務した場合 1回 420円 

4 施設等維持特

別手当 

イ アの場合を除き、午後4時45分から翌日の午前9時15分

までの間に3時間30分以上勤務した場合 
1回 210円 
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(6) 配水管理事務所に勤務する職員のうち、夜間勤務(午後

8時45分から翌日の午前5時15分までの間の勤務をいう。)

において、正規の勤務として洗管作業に従事した者 

1回 1,300円 

5 運転手当 車両の運転を本務とする職員以外の職員のうち、車両(フ

ォークリフト等を除く。)の運転に従事した者 
半日(午後1

時で区分す

る。) 

180円 

休日又は夜間等に送配水管等事故及び停水解除のため、自

宅から緊急出勤し、事故処理等に従事した職員(第29条に規

定する管理職手当の支給を受ける職員を除く。) 

  

ア 4月1日から10月31日までの間において従事した場合(ウ

の場合を除く。) 
1回 1,200円 

イ 11月1日から翌年3月31日までの間において従事した場

合(エの場合を除く。) 
1回 1,500円 

ウ 4月1日から10月31日までの間において、その事故処理等

の作業場所における当該作業開始時刻が深夜であるもの

に従事した場合 

1回 1,500円 

6 緊急出動手当 

エ 11月1日から翌年3月31日までの間において、その事故処

理等の作業場所における当該作業開始時刻が深夜である

ものに従事した場合 

1回 1,800円 

日曜日及び土曜日のすべてが勤務時間等規程第3条第1項及

び第7条第1項の規定に基づく週休日である職員以外の職員の

うち、土曜日若しくは日曜日に、又は土曜日から日曜日にか

けて正規の勤務時間による勤務に従事した者 

  

ア 土曜日の午前8時45分から午後5時15分までの間に3時

間以上勤務した場合 
1回 400円 

イ 日曜日の午前8時45分から午後5時15分までの間に3時

間以上勤務した場合 
1回 800円 

7 変則勤務手当 

ウ 土曜日の午後4時45分から日曜日の午前9時15分まで

の間に3時間以上勤務した場合 
1回 800円 

8 災害緊急援助

等業務手当 
国又は本市以外の地方公共団体の要請に基づき、災害応急

対策（異常な自然現象、大規模な事故等により重大な災害が

発生し、若しくは発生するおそれがある箇所又はその周辺に

おいて行う災害の発生の防禦又は拡大の防止のための措置

をいう。）のため本市以外の地方公共団体に派遣され、当該

災害応急対策にかかる業務に従事した職員 

1日 800円 
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